
森林整備地域活動支援交付金
【２，８５０百万円】

事業のポイント

森林所有者や森林組合等が行う集約化に必要な諸活動に対する支援を行い

ます。

＜背景／課題＞

・食と農林漁業の再生推進本部において決定された「我が国の食と農林漁業の再生のた

めの基本方針・行動計画」に基づき、森林分野においても、林業生産活動の収支構造

を改善するために、小規模・分散的な森林所有構造を改革する集約化を早急に推進し

ていく必要があります。

・また、平成24年4月より認定が開始される森林経営計画については、森林経営の委託

による森林経営計画の作成を早急に推進していく必要があります。

政策目標

○森林経営計画等に基づき集約化した森林施業を10万ha実施

（平成24年度）

＜主な内容＞

１．森林経営計画の作成に必要となる地域活動への支援

森林経営計画の作成に必要な諸活動に対して支援します。その際、新たな森林経

営計画制度の施行に合わせ、森林の経営の委託を受けて森林経営計画を作成し、計

画的に集約化施業を行う取組を重点的に支援します（交付単価（国費）：施業実施ま

での合意形成を含めた森林経営計画作成促進 27,000円/ha等）。

２．森林施業の集約化に必要となる地域活動への支援

森林経営計画等に基づき実施する集約化施業に必要な森林情報の収集（立木調査、

路網調査等）、境界の確認、森林所有者の同意の取り付け等に対して支援します（交

付単価（国費）：23,000円/ha等）。

３．既存の作業路網を丈夫で簡易な路網へと転換する活動への支援

間伐実施の基盤となる既設の作業路網について、繰り返し使える丈夫で簡易な路

網へと転換するための排水処理を始めとする簡易な改良活動等に対して支援します

（交付単価（国費）：2,000円/ha等）。

補助率：定額（１／２相当等）

事業実施主体：市町村等

［お問い合わせ先：林野庁経営課 （０３－６７４４－２２８８（直））］



森林整備地域活動支援交付金

目 的：森林施業の集約化に必要な森林情報の収集、境界確認等の諸活動に対して支援。その際、新たな森林経営計
制度 施行 合わ 森林 経営 委託を受 森林経営計 を作成 計 的 集約化施業を行う画制度の施行に合わせて、森林の経営の委託を受けて森林経営計画を作成し、計画的に集約化施業を行う取

組を重点的に支援。

予 算 額：２，８５０百万円
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・森林所有界の確認 等
を面的なまとまりをもって実施
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森林の経営の受委託に基
づく森林整備・管理を推進

集約化につながらない
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